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議案第11号 

北上地区消防組合火災予防条例の一部を改正する条例 

 

 北上地区消防組合火災予防条例（昭和49年北上地区消防組合条例第13号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（燃料電池発電設備） （燃料電池発電設備） 

第８条の３ 屋内に設ける燃料電池発電設備（固体高分子型燃

料電池、リン酸型燃料電池又は溶融炭酸塩型燃料電池による

発電設備であつて火を使用するものに限る。第３項及び第５

項、第17条の２並びに第44条第10号において同じ。）の位

置、構造及び管理の基準については、第３条第１項第１号

（アを除く。）、第２号、第４号、第５号、第７号、第９

号、第17号（ウ、ス及びセを除く。）、第18号及び第18号の

３並びに第２項第１号、第11条第１項（第７号を除く。）並

びに第12条第１項（第２号を除く。）の規定を準用する。 

第８条の３ 屋内に設ける燃料電池発電設備（固体高分子型燃

料電池、リン酸型燃料電池、溶融炭酸塩型燃料電池又は固体

酸化物型燃料電池による発電設備であつて火を使用するもの

に限る。第３項及び第５項、第17条の２並びに第44条第10号

において同じ。）の位置、構造及び管理の基準については、

第３条第１項第１号（アを除く。）、第２号、第４号、第５

号、第７号、第９号、第17号（ウ、ス及びセを除く。）、第

18号及び第18号の３並びに第２項第１号、第11条第１項（第

７号を除く。）並びに第12条第１項（第２号を除く。）の規

定を準用する。 

２ 前項の規定にかかわらず、屋内に設ける燃料電池発電設備

（固体高分子型燃料電池による発電設備であつて火を使用す

るものに限る。以下この項及び第４項において同じ。）であ

つて出力10キロワット未満のもののうち、改質器の温度が過

度に上昇した場合若しくは過度に低下した場合又は外箱の換

気装置に異常が生じた場合に自動的に燃料電池発電設備を停

止できる装置を設けたものの位置、構造及び管理の基準につ

いては、第３条第１項第１号（アを除く。）第２号、第４

２ 前項の規定にかかわらず、屋内に設ける燃料電池発電設備

（固体高分子型燃料電池又は固体酸化型燃料電池による発電

設備であつて火を使用するものに限る。以下この項及び第４

項において同じ。）であつて出力10キロワット未満のものの

うち、改質器の温度が過度に上昇した場合若しくは過度に低

下した場合又は外箱の換気装置に異常が生じた場合に自動的

に燃料電池発電設備を停止できる装置を設けたものの位置、

構造及び管理の基準については、第３条第１項第１号（アを



号、第５号、第７号、第９号、第17号（ウ、ス及びセを除

く。）、第18号及び第18号の３並びに第２項第１号及び第４

号、第11条第１項第１号、第２号、第４号、第８号及び第10

号並びに第12条第１項第３号及び第４号の規定を準用する。 

除く。）第２号、第４号、第５号、第７号、第９号、第17号

（ウ、ス及びセを除く。）、第18号及び第18号の３並びに第

２項第１号及び第４号、第11条第１項第１号、第２号、第４

号、第８号及び第10号並びに第12条第１項第３号及び第４号

の規定を準用する。 

３～５ ［略］ 

（設置の免除） 

第29条の５ 前３条の規定にかかわらず、次の各号に掲げると

きは、当該各号に定める設備の有効範囲内の住宅の部分につ

いて住宅用防災警報器又は住宅用防災報知設備（以下この章

において「住宅用防災警報器等」という。）を設置しないこ

とができる。 

 (1)・(2) ［略］ 

３～５ ［略］ 

（設置の免除） 

第29条の５ 前３条の規定にかかわらず、次の各号に掲げると

きは、当該各号に定める設備の有効範囲内の住宅の部分につ

いて住宅用防災警報器又は住宅用防災報知設備（以下この章

において「住宅用防災警報器等」という。）を設置しないこ

とができる。 

 (1)・(2) ［略］ 

 (3) 第29条の３第１項各号又は前条第１項に掲げる住宅の部

分に共同住宅用スプリンクラー設備を特定共同住宅等にお

ける必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供する

設置等に関する省令（平成17年総務省令第40号。以下「特

定共同住宅等省令」という。）第３条第２項第２号に定め

る技術上の基準に従い、又は当該技術上の基準の例により

設置したとき。 

 (4) 第29条の３第１項各号又は前条第１項に掲げる住宅の部

分に共同住宅用自動火災報知設備を特定共同住宅等省令第

３条第２項第３号に定める技術上の基準に従い、又は当該

技術上の基準の例により設置したとき。 

 (3) 第29条の３第１項各号又は前条第１項に掲げる住宅の部

分に共同住宅用スプリンクラー設備を特定共同住宅等にお

ける必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供する

設置等に関する省令（平成17年総務省令第40号。以下「特

定共同住宅等省令」という。）第３条第３項第２号に定め

る技術上の基準に従い、又は当該技術上の基準の例により

設置したとき。 

 (4) 第29条の３第１項各号又は前条第１項に掲げる住宅の部

分に共同住宅用自動火災報知設備を特定共同住宅等省令第

３条第３項第３号に定める技術上の基準に従い、又は当該

技術上の基準の例により設置したとき。 



 (5) 第29条の３第１項各号又は前条第１項に掲げる住宅の部

分に住戸用自動火災報知設備を特定共同住宅等省令第３条

第２項第４号に定める技術上の基準に従い、又は当該技術

上の基準の例により設置したとき。 

 (5) 第29条の３第１項各号又は前条第１項に掲げる住宅の部

分に住戸用自動火災報知設備を特定共同住宅等省令第３条

第３項第４号に定める技術上の基準に従い、又は当該技術

上の基準の例により設置したとき。 

 (6) 第29条の３第１項各号又は前条第１項に掲げる住宅の部

分に複合型居住施設用自動火災報知設備を複合型居住施設

における必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供

する設備等に関する省令（平成22年総務省令第７号）第３

条第２項に定める技術上の基準に従い、又は当該技術上の

基準の例により設置したとき 

備 考  改正部分は、下線の部分である。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成22年12月１日から施行する。ただし、第29条の５第３号から第５号までの改正規定は、公布の日から施行

する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現に設置され、又は設置の工事がされている燃料電池発電設備（固体酸化物型燃料電池による発電設備

に限る。）のうち、改正後の北上地区消防組合火災予防条例第８条の３の規定に適合しないものについては、当該規定は、適

用しない。 

 

  平成22年10月26日提出 

北上地区消防組合        

管理者 北上市長 伊 藤  彬 

 

 提案理由 

 対象火気設備等の位置、構造及び管理並びに対象火気器具等の取扱いに関する条例の制定に関する基準を定める省令の一部改

正に伴い、燃料電池発電設備の定義に、固体酸化物型燃料電池による発電設備であって火を使用するものを新たに加えようとす

ること、及び、住宅用防災機器の設置及び維持に関する条例の制定に関する基準を定める省令の一部改正に伴い、住宅用防災警



報器等を設置しないことができる場合として改正省令の基準により設置したときを追加しようとするものである。 


